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第１ 千歳市財政健全化対策について 

１ 財政健全化対策策定の経過 

 

(1)平成１４年度に策定した当初の財政健全化対策について 

平成１４年度は、景気低迷が長引く極めて厳しい経済情勢下にあり、扶助費な

どの義務的経費の伸びや繰出金の増嵩等に対し、市税や交付税などの一般財源の

増収が見込めず、平成１５年度予算では、経常的経費、臨時的経費及び枠配分事

業費の合計で約５億円の財源不足、事業費では大和地区都市基盤等整備事業、千

歳駅周辺整備事業、千歳第二小学校増築事業等で約１９億円の一般財源の充当が

予定されており、総額で２４億円の財源不足が見込まれた。 

また、５か年の財政収支見通しにおいては、平成１６年度以降のローリング事

業費充当一般財源の上限を１０億円と設定してもなお、一般経費で約６０億円、

ローリング事業費で約６０億円と１２０億円あまりの財源不足が想定され、平成

１４年度末の各種基金の現金残高合計が３１億円の見込みとなることから、基金

の活用を図っても９０億円程度の不足が想定された。 

このような情勢下、新長期総合計画の実現に向け、歳出の削減・効率化や徹底

した行財政改革の一層の推進等により、歳出全般の見直しを進め、財源不足の圧

縮を図るとともに、財政の健全化を推進するため、「財政健全化対策」として次

の対策を講ずることとした。 

① 財政健全化対策の期間を平成１５年度から平成１９年度までの５か年とし、

９０億円の歳出抑制等の方策を講ずる。 

このうち不足額の３０億円は、基金の活用により措置する。 

② 歳出抑制額については、経常的経費とし、各年度概ね６億円の削減とする。

これにより５か年で９０億円の抑制効果を見込む。 

なお、財源不足に対応し、特定目的基金からの借入を想定した場合にあっ

ては、平成２４年度までに償還を完済する。 

③ 平成１５年度予算については、前年度予算に対し、各部における一般財源

のうち義務的経費などを除き５％相当額の減、委託料は１０％相当額の減と

して編成する。 

また、ローリング事業についても全般的な見直しを図る。（一般財源の上

限１０億円） 

これらの削減方策の実施にあたっては、市民サービスの低下とならないよ

う配慮するものとする。 

なお、平成１５年度については、通常の予算編成前に概算要求による取り

まとめを行う。 

④ 平成１６年度以降については、推進中である行政改革、行政評価等との整

合を図りながら、全庁的な全事務事業等の抜本的な見直しを実施することに
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より、歳出抑制策等を検討する。また、併せて、財政対策に係る組織体制の

整備の検討を図る。 

⑤ これらの具体的方策を推進するため「千歳市財政健全化対策会議」を設置

する。 

 

(2)当初の財政健全化対策の取組結果について 

 平成１４年度に策定した中期財政収支見通しにおける財源不足額１２０億円の

解消に向けた対策として、単年度６億円の歳出抑制、５年間で９０億円の歳出抑

制と３０億円の基金からの借入などにより収支の均衡を図ることとしていた。 

 この対策を基に、平成１４年度の財政健全化対策で歳出削減目標６億円に対し

て概算要求と部局別枠配分方式の導入、５％のマイナスシーリング、委託料の一

律１０％カット、公共事業の全般的な見直しなどの内部管理経費を中心に７億３

千万円の歳出削減を達成したが、歳入予算において市税や地方交付税などの予想

以上の落ち込みなどにより４億８千万円減少したことなどから、実質的な削減効

果は２億５千万円程度となった。 

 これを受けた平成１５年度の財政健全化対策では、歳出削減目標を６億円から

７億円に引上げることとし、人件費の抑制、１０％のマイナスシーリングなどに

よる内部管理経費の削減、マルチメディア情報センター、福祉の店などの事業終

了、投資的経費の抑制などで１１億１千万円の歳出等の抑制を行ったが、市税の

減少、三位一体改革における地方交付税等の大幅な削減により歳入予算が４億７

千万円の減少となったことから、６億４千万円の削減効果となった。 

 

(3)平成１６年度に見直しを行った新たな財政健全化対策について 

当初の財政健全化対策が、国の三位一体の改革による地方交付税の削減などの

影響を受けたため、平成１６年度に国が実施した地方交付税の大幅な削減が継続

した場合の財政収支の推計を行った結果、平成１４年度、平成１５年度において

実施した対策の削減効果を含めても、平成１９年度の累積収支額の見込みが７億

８千万円の赤字となる見通しとなった。 

平成１７年度予算において、歳入予算では、国の三位一体改革の影響などによ

る地方交付税などの減少、歳出予算では、公共事業をはじめとした市単独の普通

建設事業費、人件費などの削減の取組みを進めていたが、少子・高齢化の進展に

よる扶助費などの義務的経費や介護保険、老人医療関係などの社会保障費が見込

みを上回る伸びとなったことなどから、１４億８千万円の財源不足となり、ロー

リング事業費を５億円に圧縮しても、平成１７年度から平成２１年度までの５年

間で１１６億円の財源不足が見込まれることとなった。 

このような背景から、平成１６年度財政健全化対策において、激減緩和措置と

して漸進的な歳出等の抑制を図るために対策期間をさらに２年間延長し、平成１
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７年度予算を“財政健全化元年”と位置づけ、平成１７年度から平成２１年度の

５年間を対策期間とした“新たな財政健全化対策”へ見直しを行った。 

 

第２ 新たな財政健全化対策の取組みについて 

平成１７年度から平成２１年度までの５年間の合計では、財源不足額が１１６

億円となることから、この対策として経常的経費を中心とした毎年度７億円の歳

出予算の削減を図ることにより、歳出削減累計額を１０５億円とし、なお不足す

る１１億円については、基金から繰入を行うことにより歳入予算と歳出予算の収

支の均衡を目指すこととした。 

この目標を達成するため、緊急性のあるものを除いた新規事業の凍結のほか、

全事業の見直し、内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減、投資的経費

の抑制、歳入確保に向けた取組みを行い、ローリング事業費については、平成１

４年度から一般財源で１０億円以内としていたものを各年度５億円以内として５

年間で２５億円に減じることなどによりその達成を目指すこととした。 

各年度における取組みの内容と削減結果については、次のとおりである。 

 

１ 平成１６年度財政健全化対策（平成１７年度予算）について 

 削減目標額 ７２９，８００千円 

（事業費抑制(５億円)を加味した額 １，２２９，８００千円） 

 削減額   ８１３，２３９千円 

  （事業費抑制(５億円)を加味した額 １，３２７，６０１千円） 

   

◎基本方針 

１ 新規事業の凍結（緊急性のあるものを除く。） 

２ 全事業（補助・単独）の見直し 

３ 内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減 

４ 投資的経費の抑制 

  

◎歳入確保に向けた取組み 【目標68,000千円→結果88,367千円】 

Ⅰ  市税収入の確保 【目標4,000千円→結果4,000千円】 

・納税に関する督励指導や滞納処分の強化 

・固定資産税の課税客体の把握強化 

・市道民税未申告者の実態調査の強化 

・口座振替の促進 

Ⅱ  受益者負担の見直し 【目標61,000千円→結果81,235千円】 

・し尿処理手数料(仮設トイレ)、事業系一般廃棄物等処理手数料の見直

し【結果69,860千円】 

3



  
  
   

・パークゴルフ場使用料の有料化【結果5,900千円】 

・キャンプ場使用料の見直し【結果5,475千円】 

・使用料等受益者負担基準の作成 

・家庭ごみの有料化の検討 

Ⅲ  未利用市有地の有効利用等 【目標3,000千円→結果3,132千円】 

・公的利用計画のない土地の早期処分 

・文京住宅地､工業団地の販売促進 

・新規用地取得の抑制 

・職員駐車場の有料化【結果3,132千円】 

 

◎歳出削減に向けた取組み 【目標△661,800千円→結果△724,872千円】 

Ⅰ  人件費等の抑制 【目標△108,500千円→結果△147,835千円】 

・特別職給与費の削減【結果△2,977千円】 

（・管理職手当（△１５％）の削減の継続等【結果△8,460千円】） 

・退職者不補充、組織の統廃合、派遣職員の計画的削減、再任用制度の

一時凍結等の継続による職員の削減【結果△139,420千円】 

・市議会議員の報酬の見直し【結果△5,438千円】 

※市議会議員の報酬見直しについては、財政健全化対策とは別に議会独

自に協力いただいた取組みであるが、財政健全化対策の総体の効果に算

入した。 

Ⅱ  裁量的経費の見直し 【目標△553,300千円→結果△577,037千円】 

１  主な全庁的特定項目の統廃合・縮小等対象事業  

【目標△435,500千円→結果△362,021千円】 

( 1 )  国際会議開催事業【開催凍結】 

( 2 )  東京事務所【完全廃止】 

( 3 )  職員福利厚生会事業【完全廃止】 

( 4 )  職員健康管理業務【縮減見直し】 

( 5 )  職員被服購入業務【縮減見直し】 

( 6 )  犬・猫不妊手術助成事業【完全廃止】 

( 7 )  交通事故見舞金支給制度【完全廃止】 

( 8 )  診断書料金助成事業(障害基礎年金申請等)【完全廃止】 

( 9 )  はり・きゅう助成事業(国民健康保険特別会計繰出金)【段階的廃

止】 

(10)  高齢者指圧・マッサージ施術助成事業【段階的廃止】 

(11) 被保護世帯に対する千歳市見舞金支給事業【完全廃止】 

(12)  (被保護世帯に対する)公衆浴場入浴料金助成事業【完全廃止】 

(13)  診断書料金助成事業(老人福祉施設入所申請)【完全廃止】 
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(14)  社会福祉施設入所者に対する面会旅費助成事業【完全廃止】 

(15)  寝たきり老人等介護手当支給事業【完全廃止】 

(16)  家族介護慰労金支給事業【完全廃止】 

(17)  敬老年金支給事業【縮減見直し】 

(18)  高齢者バス利用助成及び浴場利用助成事業【縮減見直し】 

(19)  歩行用「杖」給付事業【完全廃止】 

(20)  ガスもれ警報機給付事業【完全廃止】 

(21)  100 歳以上祝品贈呈事業【完全廃止】 

(22)  弔慰事業【縮減見直し】 

(23)  診断書料金助成事業(身体障害者手帳交付申請等)【完全廃止】 

(24)  障害者入浴サービス事業【歳入確保により継続】 

(25)  人工透析患者交通費助成事業【縮減見直し】 

(26)  福祉タクシー料金助成事業【縮減見直し】 

(27)  障害者バス料金助成事業【縮減見直し】 

(28)  障害者入浴料金助成事業【縮減見直し】 

(29)  養護学校通学生交通費助成事業【完全廃止】 

(30)  診断書料金助成事業(特別児童扶養手当認定請求等)【完全廃止】 

(31)  こども早期療育事業(交通費助成)【縮減見直し】 

(32)  診断書料助成事業(精神障害者保健福祉手帳交付申請等) 

  【完全廃止】 

(33)  出張健診事業【完全廃止】 

(34)  中小企業者に対する相談事業【縮減見直し】 

(35)  商店街振興補助金交付事業(市民夏まつり補助金交付事業・もちつ

き大会補助金交付事業)【縮減見直し】 

(36)  中小企業対策支援事業(中小企業対策、小規模企業対策、中小企業

貸付含む。)【縮減見直し】 

(37)  商店街振興組合補助事業(商店街振興、活性化・組織化の２補助事

業含む。)【縮減見直し】 

(38)  駅西口ビル観光案内所補助金【縮減見直し】 

(39)  観光情報誌作成事業補助金【縮減見直し】 

(40)  よさこいソーランちとせトーナメント祭補助金【縮減見直し】 

(41)  北海道スカイ＆ビアフェスタちとせ開催補助金【縮減見直し】 

(42)  ホワイトドリームフェスタ事業補助金【完全廃止】 

(43)  農業振興条例助成金交付事業【縮減見直し】 

(44)  千歳アルカディア・プラザ分庁舎管理業務(産業活動促進事業：ホ

トニクス研究機器室設置事業)【完全廃止】 

(45)  融雪施設設置費助成事業【段階的廃止】 
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(46)  奨学金管理運営業務【歳入確保により継続】 

(47)  千歳市教育振興会補助事業【縮減見直し】 

(48)  社会教育課活動災害見舞金交付事業【完全廃止】 

(49)  公民館教室【縮減見直し】 

(50)  支笏湖青少年研修センター【完全廃止】 

２  他会計への繰出金の見直し 

   【目標△117,800千円→結果△120,496千円】 

・繰出金の項目及び算定方法の見直し 

・経営健全化の促進 

・財政援助的繰出金の見直し 

３  全庁的特定項目以外の経費の抑制【目標0千円→結果△94,520千円】 

・部局別枠配分方式による経費の抑制(部局別特定項目の見直し等) 

Ⅲ  市民､民間企業等との連携協力 

・市民との協働によるまちづくりの推進（公園の管理､公共施設の管理、

学校図書ボランティア等） 

Ⅳ  公共施設の設置基準の見直し等 

・公共施設の設置基準の見直しの検討（コミセン､児童センター､学校プ

ール､公民館分館、パークゴルフ場等） 

・学校空き教室の有効活用 

Ⅴ  負担金、補助金の見直し 

・負担金、補助金の基準の作成 

・協議会等の脱会など負担金や各種団体への補助金の見直し 

・外郭団体の経営改善の促進と委託料、補助金等の削減 

Ⅵ  投資的経費の抑制 

【目標500,000千円→結果485,638千円＝△14,362千円、10億円から5億円 

への圧縮分△500,000千円＋△14,362千円＝効果額△514,362千円】 

・普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制（補助・単独全事業） 

Ⅶ  平成１８年度予算編成に向けた全事業の見直し方針の策定 

・歳入の確保対策 

・義務的経費(人件費等)の抑制策の検討 

・裁量的経費(全庁的、部局別特定項目)の見直し 

・投資的経費の抑制 

Ⅷ  その他の取組み 

・財政情報の積極的な公表 

・広報による特集掲載 

・財政課ホームページの充実 
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２ 平成１７年度財政健全化対策（平成１８年度予算）について 

 削減目標額 ６２３，５６５千円 

（事業費抑制(５億円)を加味した額 １，１２３，５６５千円） 

 削減額   ７３２，１５６千円 

  （事業費抑制(５億円)を加味した額 １，２８６，５０９千円） 

 

  ◎基本方針 

１  重点施策の推進 

２  新規事業の凍結（緊急性のあるものを除く。） 

３  全事業（補助・単独）の見直し 

４  内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減 

５  投資的経費の抑制 

 

◎歳入確保に向けた取組み 【目標190,000千円→結果205,344千円】 

Ⅰ  市税収入の確保 

・納税に関する督励指導や滞納処分の強化 

・固定資産税の課税客体の把握強化 

・市道民税未申告者の実態調査の強化 

・口座振替の促進 

Ⅱ  受益者負担の見直し 【目標190,000千円→結果205,344千円】 

・「使用料等受益者負担の見直し方針」の策定及び方針に基づく見直し 

【目標30,000千円→結果46,911千円】 

・家庭ごみの有料化 【目標160,000千円→結果158,433千円】 

Ⅲ  未利用市有地の有効利用等 

・公的利用計画のない土地の早期処分 

・文京住宅地､工業団地の販売促進 

  

◎歳出削減に向けた取組み 【目標△433,565千円→結果△526,812千円】 

Ⅰ  人件費等の抑制 【目標△103,565千円→結果△110,261千円】 

・管理職手当（△１５％）の削減（継続） 

・特殊勤務手当の見直し 

・退職者不補充、組織の統廃合、派遣職員の計画的削減、再任用制度の 

一時凍結等の継続による職員の削減【結果△110,261千円】 

※特別職、議会議員の報酬等の引下げは平成１７年度から継続実施  

Ⅱ  裁量的経費の見直し 【目標△300,000千円→結果△371,861千円】 

１  全庁的特定項目の統廃合・縮小等対象事業  

【目標△30,000千円→結果△52,299千円】 
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２  他会計への繰出金の見直し 

【目標△250,000千円→結果△308,417千円】 

・繰出金の項目及び算定方法の見直し 

・経営健全化の促進 

・財政援助的繰出金の見直し 

３  全庁的特定項目以外の経費の抑制 

【目標△20,000千円→結果△11,145千円】 

・部局別枠配分方式による経費の抑制(部局別特定項目の見直し等) 

※平成１７年度当初予算の減少分を除く一般財源総額の範囲で編成 

※増加要因のうち、5,000千円以上の臨時的経費等は別途財政課でヒア

リング 

Ⅲ  市民､民間企業等との連携協力 

・市民協働によるまちづくりの推進（公園の管理､公共施設の管理、 

学校図書ボランティア等）  

Ⅳ  公共施設の設置基準の見直し等 

・公共施設の設置基準の見直しの検討（コミセン､児童センター､学校

プール､公民館分館、パークゴルフ場等） 

・学校空き教室の有効活用 

Ⅴ  負担金、補助金の見直し 

【目標△30,000千円→結果0千円（※当面見送り）】 

・補助金、負担金の見直し方針の策定及び方針に基づく見直し 

・協議会等の脱会など負担金や各種団体への補助金の見直し 

・外郭団体の経営改善の促進と委託料、補助金等の削減 

Ⅵ  投資的経費の抑制 

【目標500,000千円→結果445,647千円＝△54,353千円、10億円から5億円 

への圧縮分△500,000千円＋△54,353千円＝効果額△554,353千円】 

・普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制（補助・単独全事業） 

Ⅶ  平成１９年度予算編成に向けた全事業の見直し方針の策定 

・歳入の確保対策 

・義務的経費(人件費等)の抑制策の検討 

・裁量的経費(全庁的、部局別特定項目)の見直し 

・投資的経費の抑制 

Ⅷ  指定管理者制度導入による抑制【目標0千円→結果△44,690千円】 

・公共施設の管理に係る指定管理者制度の導入により管理運営費等の 

削減 

Ⅸ  その他の取組み 

・財政情報の積極的な公表 
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・広報による特集掲載 

・財政課ホームページの充実  

 

３ 平成１８年度財政健全化対策（平成１９年度予算）について 

 削減目標額 ４０８，２３５千円 

（事業費抑制(５億円)を加味した額 ９０８，２３５千円） 

 削減額   ６５２，７５７千円 

 （事業費抑制(５億円)を加味した額 １，０３８，２０１千円） 

 

  ◎基本方針 

１  重点施策の推進 

２  新規事業の凍結（緊急性のあるものを除く。） 

３  内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減 

４  全事業（補助・単独）の見直し 

５  投資的経費の抑制 

 

◎歳入確保に向けた取組み 【目標0千円→結果1,925千円】 

Ⅰ  市税収入の確保 

・納税に関する督励指導や滞納処分の強化 

・固定資産税の課税客体の把握強化 

・市道民税未申告者の実態調査の強化 

・口座振替の促進 

Ⅱ 未利用市有地の有効利用等 

・公的利用計画のない土地の早期処分 

・文京住宅地､工業団地の販売促進 

Ⅲ インセンティブ予算の取組み（広告料収入の確保） 

【目標0千円→結果1,925千円】 

・千歳市広告事業導入基本方針に基づく各種広告料収入の確保 

（広告料収入は、部局ごとの一般財源に上乗せできるものとする。） 

 

◎歳出削減に向けた取組み【目標△408,235千円→結果△538,201千円】 

Ⅰ 人件費等の抑制 【目標△98,235千円→結果△147,468千円】 

・管理職手当（△１５％）の削減（継続） 

・退職者不補充、組織の統廃合、派遣職員の計画的削減、再任用制度の

一時凍結等の継続による職員の削減 

【目標△98,235千円→結果△147,468千円】 

※特別職、議会議員の報酬等の引下げは平成１７年度から継続実施 
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Ⅱ 裁量的経費の見直し 【目標△250,000千円→結果△431,769千円】 

１ 他会計への繰出金の見直し【結果△219,273千円】 

・繰出金の項目及び算定方法の見直し 

・経営健全化の促進 

・財政援助的繰出金の見直し 

２ 裁量的経費、内部管理経費等の抑制【結果△212,496千円】 

・部局別枠配分方式による経費の抑制 

※平成１８年度当初予算の減少分を除く一般財源総額の範囲で編成 

※増加要因のうち、5,000千円以上の臨時的経費等は別途財政課でヒ

アリング 

・行政評価の活用などによる事業の見直し、検証 

Ⅲ  市民､民間企業等との連携協力 

・市民・団体との連携や企業の活力の活用等による相乗効果の検証、協

働可能な事業の模索などの取組み 

・他の自治体や民間との連携・協働の検討 

Ⅳ  公共施設等の見直し等 

・「公共施設更新・改修等計画」策定による公共施設の更新・設置基準

見直し等の検討 

・学校空き教室の有効活用 

Ⅴ  投資的経費の抑制 

【目標500,000千円→結果614,556千円＝114,556千円、10億円から5億円 

への圧縮分△500,000千円＋114,556千円＝効果額△385,444千円】 

・普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制（補助・単独全事業） 

Ⅵ 平成２０年度予算編成に向けた見直しの検討 

・歳入の確保対策 

・義務的経費(人件費等)の抑制策 

・裁量的経費の見直し 

・投資的経費の抑制策 

Ⅶ  指定管理者制度導入等による抑制 

【目標△60,000千円→結果△73,520千円】  

・公共施設の管理に係る指定管理者制度の導入により管理運営費 

等の削減 

・民間委託等の推進 

Ⅷ  その他の取組み 

・財政情報の積極的な公表 

 

 

10



  
  
   
４ 平成１９年度財政健全化対策（平成２０年度予算）について 

 削減目標額 ３００，０００千円 

（事業費抑制(５億円)を加味した額 ８００，０００千円） 

 削減額   ３５７，０４０千円 

 （事業費抑制(５億円)を加味した額 ９０８，２３２千円） 

 

  ◎基本方針 

１  マニフェストの着実な推進・実施 

２  重点施策の推進 

３  新規事業の凍結（緊急性のあるものを除く。） 

４  内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減 

５  全事業（補助・単独）の検証・見直し 

６  投資的経費の抑制 

７  国の制度改革などに合わせた社会保障制度等の取組み 

（安定した制度設計等の確立） 

８  基地周辺に係る障害防止対策等の推進 

 

◎歳入確保に向けた取組み【目標0千円→結果2,540千円】 

Ⅰ 市税等収入の確保 

・企業誘致推進などに向けた取組み  

・自衛隊等の体制維持に向けた取組み 

・納税に関する督励指導や滞納処分の強化 

・固定資産税の課税客体の把握強化 

・市道民税未申告者の実態調査の強化 

・口座振替の促進 

・使用料等の収納対策の強化（受益者負担の徹底） 

Ⅱ  市有地の活用等 

・土地開発公社の経営健全化計画の推進 

・公的利用計画のない土地の早期処分 

・文京住宅地､工業団地の販売促進 

Ⅲ  インセンティブ予算の取り組み（広告料収入の確保：継続） 

  【目標0千円→結果2,540千円】 

・千歳市広告事業導入基本方針に基づく各種広告料収入の確保  

（広告料収入は、部局ごとの一般財源に上乗せできるものとする。） 

 

◎歳出削減に向けた取組み【目標△300,000千円→結果△354,500千円】 

Ⅰ  人件費等の抑制 【目標△32,000千円→結果△50,811千円】 
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・特別職、市議会議員の給与・報酬等の引き下げの継続 

・管理職手当（△１５％）の削減の継続 

・職員定数の適正化の取組み（最小限の退職者補充、組織の統廃合・

派遣職員の計画的削減・再任用制度の一時凍結の継続等） 

・外郭団体等の退職者不補充の継続 

Ⅱ  裁量的経費の見直し 【目標△265,000千円→結果△251,849千円】  

１  他会計への繰出金の見直し【結果△184,561千円】 

・経営健全化の促進、財政援助的繰出金の見直し 

２  裁量的経費、内部管理経費等の抑制【結果△67,288千円】 

・部局別枠配分方式による経費の抑制 

※平成１９年度骨格・政策予算の減少分を除く一般財源総額の範

囲で編成 

※増加要因のうち、5,000千円以上の臨時的経費等は別途財政課で

ヒアリング 

・行政評価の活用など事業の検証・見直し等の実施 

・第４次行政改革＜後期＞、集中改革プラン等の推進 

・補助金等の個別検証・見直しの実施 

Ⅲ  市民､民間企業等との連携協力 

・「みんなで進める千歳のまちづくり条例」の推進による市民力を活

かした市民協働のまちづくりの推進 

・みんなで、ひと・まちづくり基金など各基金の財源の充実 

・他の自治体や民間との連携・協働の推進（ごみ処理施設の効率的利

用等） 

Ⅳ  公共施設等の見直し等 

・「公共施設更新・改修等計画」による公共施設の更新・設置基準見

直し等の検討 

・学校空き教室、公共施設等の有効活用  

Ⅴ  投資的経費の抑制 

【目標500,000千円→結果448,808千円＝△51,192千円、10億円から5億円 

への圧縮分△500,000千円＋△51,192千円＝効果額△551,192千円】  

・普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制（補助・単独全事業） 

Ⅵ  平成２１年度予算編成に向けた見直しの検討 

・歳入の確保対策 

・義務的経費(人件費、公債費等)の抑制策 

・裁量的経費の見直し（外郭団体等への補助金、特別会計など） 

・投資的経費の抑制策 

Ⅶ  指定管理者制度導入等による抑制 
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【目標△3,000千円→結果△51,840千円】 

・市民サービス等の更なる向上を目指した公共施設の管理に係る指定 

管理者制度の導入による管理運営費等の縮減 

・民間委託等の推進（小中学校校務作業、学校給食センター調理業務 

民間委託等） 

Ⅷ  その他の取組み 

・財政情報の積極的な公表 

・公益法人制度改革の推進（外郭団体等の見直し） 

・市場化テストの活用 

・「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」施行に伴う対応等 

・新地方公会計制度導入の検討 

  

【今後の財政基盤確立に向けた指標等の目標】 

財政の健全性の確保のための財政指標等の目標 

安定した市民サービスの確保と、活力と安心を基本とした都市づくりの推進

のため財政基盤確立に向けた指標等の目標を定める。 

 

◎財政健全化対策期間の数値目標（平成１７年度～平成２１ 年度） 

(1)財政健全化期間の数値目標等（目標年度：平成２１年度） 

◇財政力指数       ０．７８０（自主財源の拡充） 

◇経常収支比率      ８６．０％（財政構造の弾力性の向上） 

◇実質公債費比率     １３．８％（将来負担の健全性の確保） 

◇財政調整基金残高    ２０億円程度の維持（財政基盤の安定化推進） 

◇土地開発公社の経営健全化計画の目標達成に向けた取組み 

 

◎財政健全化対策期間終了後の将来的な数値目標（中期ビジョン） 

(2)５年後の数値目標等（目標年度：平成２４年度） 

◇財政力指数       ０．８００ 

◇経常収支比率      ８５．０％ 

◇実質公債費比率     １３．５％ 

◇財政調整基金等の充実（財政調整基金20 億円の維持、退職手当基金15億

円への拡充等） 

◇地方分権型の財政基盤の確立（安定的な財源による国からの税源移譲等

に向けた取組み） 

◇土地開発公社の経営健全化計画の目標達成に向けた取組み 

※この目標は、これまでの数次にわたる財政健全化対策の取組みの結果、単年

度での大幅な財政収支不足の解消が図られてきていることなど市の財政状況が
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改善に進んでいる現状を踏まえ、新たに財政に関する数値目標等を設定したも

のである。 

なお、毎年の財源不足の解消策は、その時々の社会情勢や経済情勢、国の動

向等を総合的に勘案し、引き続き毎年度、個別対策を策定していくこととした。 

 

５ 平成２０年度財政健全化対策（平成２１年度予算）について 

 削減目標額 ２００，０００千円 

（事業費抑制(５億円)を加味した額 ７００，０００千円） 

 削減額   ２２２，２３５千円 

  （事業費抑制(５億円)を加味した額 ７０５，０３９千円） 

 

  ◎基本方針 

１ マニフェストの着実な推進・実施 

２ 重点施策の推進 

３ 新規事業の凍結（緊急性のあるものを除く。） 

４ 内部管理経費の抜本的見直しによる徹底した削減 

５ 全事業（補助・単独）の検証・見直し 

６ 投資的経費の抑制 

７ 国の制度改革などに合わせた社会保障制度等の取組み 

（安定した制度設計等の確立） 

８ 基地周辺に係る障害防止対策等の推進 

 

◎歳入確保に向けた取組み【目標 0 千円→結果 100 千円】 

Ⅰ 市税等収入の確保 

・企業誘致推進などに向けた取組み 

・自衛隊等の体制維持に向けた取組み 

・納税に関する督励指導や滞納処分の強化 

・固定資産税の課税客体の把握強化 

・ふるさと納税制度活用による歳入の確保 

・市道民税未申告者の実態調査の強化 

・口座振替の促進 

・使用料等の収納対策の強化（受益者負担の徹底） 

Ⅱ  市有地の活用等 

・土地開発公社の経営健全化計画の推進 

・公的利用計画のない土地の早期処分 

・文京住宅地､工業団地の販売促進 

Ⅲ  インセンティブ予算の取組み（広告料収入の確保：継続） 
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【目標 0 千円→結果 100 千円】 

・千歳市広告事業導入基本方針に基づく各種広告料収入の確保 

（広告料収入は、部局ごとの一般財源に上乗せできるものとする。） 

 

◎歳出削減に向けた取組み【目標△200,000 千円→結果△204,939 千円】 

Ⅰ  人件費等の抑制【目標△30,000 千円→結果△131,129 千円】 

・特別職、市議会議員の給与・報酬等の引き下げの継続 

・管理職手当の削減の継続 

・職員定数の適正化の取組み（最小限の退職者補充、組織の統廃合・ 

派遣職員の計画的削減・再任用制度の一時凍結の継続等） 

・外郭団体等の退職者不補充の継続 

Ⅱ 裁量的経費の見直し【目標△150,000 千円→結果△47,299 千円】 

１ 他会計への繰出金の見直し【結果△43,647 千円】 

・経営健全化の促進、財政援助的繰出金の見直し 

２ 裁量的経費、内部管理経費等の抑制【結果△3,652 千円】 

・部局別枠配分方式による経費の抑制 

 ※一般財源総額の範囲で編成 

※増加要因のうち、5,000千円以上の臨時的経費等は別途財政課で 

ヒアリング 

・行政評価の活用など事業の検証・見直し等の実施 

・第４次行政改革＜後期＞、集中改革プラン等の推進 

・補助金等の個別検証・見直しの実施 

Ⅲ 市民､民間企業等との連携協力 

・「みんなで進める千歳のまちづくり条例」の推進による市民力を活

かした市民協働のまちづくりの推進 

・みんなで、ひと・まちづくり基金など各基金の財源の充実 

・他の自治体や民間との連携・協働の推進 

Ⅳ 公共施設等の見直し等 

・「公共施設更新・改修等計画」による公共施設の更新・設置基準見

直し等の検討 

・学校施設、公共施設等の有効活用 

Ⅴ 投資的経費の抑制 

【目標500,000千円→結果517,196千円＝17,196千円、10億円から5億円 

への圧縮分△500,000千円＋17,196千円＝効果額△482,804千円】  

・普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制（補助・単独全事業） 

Ⅵ 指定管理者制度導入等による抑制 

【目標△20,000 千円→△43,707 千円】 
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・市民サービス等の更なる向上を目指した公共施設の管理に係る指定

管理者制度の導入による管理運営費等の縮減（温水プール） 

・民間委託等の推進（学校給食センター調理業務民間委託等） 

 

◎ その他の取組み 

・財政情報の積極的な公表 

・公益法人制度改革の推進（外郭団体等の見直し） 

・市場化テストの活用 

・「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」施行に伴う対応等 

・新地方公会計制度導入の促進 

 

第３ ５年間の財政健全化対策による取組結果 

１ 新たな財政健全化対策目標の達成 

 平成１６年度に平成１７年度予算を“財政健全化元年”と位置づけ、平成１

７年度から平成２１年度までの５年間の合計で見込まれた財源不足額１１６億

円を、毎年度７億円の歳出削減による５年間の削減効果累計額として１０５億

円、なお不足する１１億円については、基金から繰入を行うことにより歳入予

算と歳出予算の収支の均衡を目指すことを、新たな財政健全化対策における目

標として掲げた。 

さらに、ローリング事業については、平成１４年度から一般財源で１０億円

としていたものを各年度５億円として５年間で２５億円に減ずることとした。 

これらを総ずると、５年間で１０５億円の財源不足解消、基金からの繰入金

１１億円、５年間のローリング事業費抑制分の２５億円を合算すると、新たな

財政健全化対策における目標額は総額で１４１億円となる。 

 これに対して、これまでの取組結果は、一般経費として、平成１７年度予算

に対する取組結果額が８億１千万円、平成１８年度予算が７億３千万円、平成

１９年度予算が６億６千万円、平成２０年度予算が３億６千万円、平成２１年

度予算が２億２千万円となり、各年度において行った歳出削減対策は、その効

果が後年度においても継続していることから、５年間の累積額は、９８億９千

万円となり、ローリング事業費では、５年間で２４億９千万円の抑制効果とな

ったことから、これらの総計で１２３億８千万円の収支不足が解消されている。 

また、別途基金からの繰入を１１億円としていたが、平成１７年度から平成

２０年度までの４カ年度の決算では、これを繰入れることなく、反対に １２

億５千万円（決算剰余金（1,687,877千円）から繰越金（241,650千円）、千歳科

学技術大学設置費補助金財源償還費（各基金からの借入金200,000千円）を控除）

を積立てすることができた効果として２３億５千万円を加えると、１４７億３

千万円の取組結果額となり当初の目標を６億３千万円上回り達成する見通しと
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なった。 

（※財政調整基金に積み立てた１２億５千万円については、新たな財政健全化

対策で追加した土地開発公社の経営健全化に伴う泉沢向陽台住宅用地購入事業

費（土地開発公社未払金）財源充当分８億３千万円を含めて算定していること

から、充当後の財政調整基金への積立累計額は、これを控除した額となる。） 

 また、削減対策を進めるうえにおいて、徹底した内部管理経費の削減を行い、

新長期総合計画の推進や公約の実施に配慮しつつ、重点施策を推進するなど、

事業の選択と集中により、効果的な経費配分を行った。 

 

・当初目標 財源対策 １４１億円 

  削減効果累計額１０５億円、基金繰入１１億円、事業費効果２５億円 

・取組結果 効果額合計 １４７億３千万円 

  削減効果額累計９８億９千万円、基金繰入△２３億５千万円、 

  事業費効果２４億９千万円 

 

２ 市民が安全で、安心して快適な暮らしができるための取組み 

 財政健全化対策を進めるうえにおいて、持続可能な制度設計への見直し、受

益者負担の適正化、徹底した内部管理経費の削減等を進める一方、事業の選択

と集中により、市民が安全で、安心して快適な暮らしができるよう、効果的な

経費配分を行った。 

具体的には、新長期総合計画の５つの都市づくりの目標や公約で掲げる施策

の実施に配慮しつつ、平成１７年度からは、「子育て・教育」、「安全・防災」、

「環境」、「人材育成」、「企業誘致」、「観光振興」などの６項目の「重点施策」

を進めた。 

 

  (1)新長期総合計画の５つの都市づくりの目標の推進 

  ①「心がかよい幸せ感じる都市づくり」 

   ・子育て総合支援センター（ちとせっこセンター）建設 

   ・つどいの広場開設 

   ・子育て支援ガイドブックの作成 

   ・北陽小学校学童クラブの開設 

   ・いずみさわ児童館の開設 

   ・児童館の日曜開館 

   ・社会福祉協議会の施設機能充実 

   ・障害者総合福祉センターの開設 など 

  ②「安全で人と地球にやさしい都市づくり」 

   ・ダイオキシン対策の推進 
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   ・市営住宅の建替え 

   ・高齢者向け優良賃貸住宅制度の導入 

   ・アスベスト対策の実施 

   ・自主防災組織支援 

   ・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の導入 

   ・公園緑地の整備 など 

  ③「学びあう心ふれあう都市づくり」 

   ・小中学校の増築や改修整備 

   ・グローカルスクール活動事業助成 

   ・学校プールの改修 

   ・市民文化センターのリニューアル 

   ・市民活動交流センター「ミナクール」設置 など 

  ④「魅力と活力あふれる都市づくり」 

   ・ＪＲ千歳駅周辺整備 

   ・電線類地中化 

   ・道道泉沢新千歳空港線開通 

   ・千歳アウトレットモール・レラオープン 

   ・道の駅オープン 

   ・新千歳空港国際線旅客ターミナルの新設決定 など 

  ⑤「参加と連携による都市づくり」 

   ・行政改革、行政評価の推進 

   ・千歳駅市民サービスセンターの開設 

   ・都市経営会議の設置 

   ・千歳の教育を考える市民会議の設置 

   ・指定管理者制度の導入 

   ・市民協働推進条例の制定 など 

 

  (2)重点施策の６つの項目の推進 

  ①「子育て・教育」 

   ・地域子育てサロン事業 

    ・予防接種・乳幼児健診時の遊び場設置事業 

    ・妊婦乳幼児委託健康診査事業 

・子育て総合支援センター整備事業 

・子育て短期支援事業（ショートステイ事業） 

・（仮称）北陽地区児童センター整備事業 

・放課後子どもプラン推進事業 

・企業に対する仕事と家庭の両立推進事業 
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・母子家庭自立支援給付金事業 

・修学支援事業 

・幼稚園早期入園事業 

・特別支援教育体制推進事業 

・スクールカウンセラー配置事業 

・心の教室相談員配置事業 

・図書の充実 など 

②防災対策 

・耐震改修促進計画策定事業 

・小中学校耐震化推進事業 

・Ｃ経路まちづくり事業 

・災害応急対策用品等整備事業 

・自主防災組織育成事業 

・災害時要援護者対策事業 

・救急医療充実事業 

・高規格救急自動車購入事業 

・ＡＥＤ（自動体外式除細動器）整備事業 

・防犯・交通安全市民活動促進事業 など 

   ③環境 

・地域公共交通利用促進事業 

・温室効果ガス排出削減推進事業 

・環境教育推進事業 

・子ども会議開催事業 

・破砕処理施設整備事業 

・ごみの発生抑制事業 

・ごみの減量化啓発事業 

・資源物のリサイクル推進事業 

・資源物再使用・再生利用の促進事業 

  ④人材育成 

    ・市民活動交流センター『ミナクール』整備事業 

・ひと・まちづくりリーダー養成事業  

⑤企業誘致 

・「匠の技」誘致事業 

・ものづくり産業誘致事業 

・企業誘致プロモーション事業 など  

  ⑥観光振興 

    ・ポロピナイ園地整備事業 
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    ・支笏湖温泉開発可能性調査事業 

    ・支笏湖活性化推進事業 

    ・千歳市情報発信ブース事業 

・支笏湖適正利用促進事業 

・支笏湖ヒメマス漁業権取得事業 

・にぎわいトライアングル創出事業 

・道の駅管理運営事業 

・グリーンツーリズム促進事業 

・観光振興アクションプラン推進事業 

・観光基本計画策定業務 

・観光プロモーション事業 

・観光案内看板等整備事業 など 

 

３ 財源対策毎の効果額について 

 新たな財政健全化対策期間の５年間に講じた各財源対策については、次のと

おりである。 

 

(1)他会計繰出金の見直し         △２９．１億円（２４％） 

①各年度の繰出金見直し額 

   平成１７年度 △１２０，４９６千円 

   平成１８年度 △３０８，４１７千円 

   平成１９年度 △２１９，２７３千円 

   平成２０年度 △１８４，５６１千円 

   平成２１年度  △４３，６４７千円 

  ②各会計別繰出金見直しの５年間の累計額 

  国民健康保険特別会計繰出金 △１，５４２，２２２千円 

   老人保健特別会計繰出金      △５２，２７８千円 

   介護保険特別会計繰出金      △５０，６１５千円 

   後期高齢者医療制度会計繰出金   １０７，５４９千円 

   水道事業会計繰出金        △６８，２７８千円 

   下水道事業会計繰出金      △８６６，７９８千円 

   病院事業会計繰出金       △４３４，０９４千円 

 

(2)投資的経費の抑制           △２４．９億円（２０％）   

  平成１７年度：△５．２億円 

  平成１８年度：△５．６億円 

  平成１９年度：△３．８億円 
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  平成２０年度：△５．５億円    

  平成２１年度：△４．８億円 

 

(3)全庁的特定項目見直し         △２０．２億円（１６％） 

 （主な特定項目の５年間の累計額） 

 東京事務所費                △５１，６９０千円 

  はり・きゅう助成事業（国保会計繰出金）   △３６，０００千円 

  高齢者指圧・マッサージ施術助成事業     △１１，７７５千円 

  敬老年金支給事業             △３８１，７５０千円 

  高齢者バス利用助成及び浴場利用助成事業  △７５６，３３０千円 

  障害者バス利用助成及び浴場利用助成事業他２事業の統合 

 △２０３，８４５千円 

   

(4)人件費等の抑制            △１８．５億円（１５％） 

①各年度の人件費見直し額 

   平成１７年度 △１４７，８３５千円 

   平成１８年度 △１１０，２６１千円 

   平成１９年度 △１４７，４６８千円 

   平成２０年度  △５０，８１１千円 

   平成２１年度 △１３１，１２９千円 

  ②項目別の人件費見直しに係る５年間の累計額 

  ア 特別職給与の削減           △１４，８８５千円 

（平成１７年度対策 △２，９７７千円） 

（イ 管理職手当の削減（△15％）の削減   △４２，３００千円） 

  ※継続分のため参考値 

     （平成１７年度対策 △８，４６０千円） 

   ウ 特殊勤務手当の見直し、退職者不補充、組織の統廃合、派遣職員の

計画的削減、再任用制度の一時凍結等の継続による職員削減      

△１，８０７，７０５千円 

      平成１７年度 △１３９，４２０千円 

      平成１８年度 △１１０，２６１千円 

      平成１９年度 △１４７，４６８千円 

      平成２０年度 △ ５０，８１１千円 

      平成２１年度 △１２５，５３５千円 

※参考【千歳市職員定数の推移】 

《第４次行政改革「定員管理の状況」から》 

（特別職、病院医療職を除く） 
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 H16.4.1現在：871人 

H17.4.1現在：839人(△32人) 

 H18.4.1現在：815人(△24人) 

 H19.4.1現在：782人(△33人) 

 H20.4.1現在：771人(△11人) 

 H21.4.1現在：758人(△13人) 

 

   エ 市議会議員の報酬見直し        △２７，１９０千円 

     （平成１７年度対策 △５，４３８千円） 

 

(5)裁量的経費、内部管理経費の見直し      △１２．９億円（１０％） 

  平成１７年度  △９４，５２０千円 

    平成１８年度  △１１，１４５千円 

    平成１９年度 △２１２，４９６千円 

    平成２０年度  △６７，２８８千円 

    平成２１年度   △１，２２３千円 

 

(6)家庭ごみの有料化〔歳入の確保〕       △６．３億円（５％） 

  

(7)指定管理者制度導入・民間委託等による抑制   △５．５億円（５％） 

  平成１８年度 △ ４４，６９０千円 

  （指定管理者制度導入） 

   ・交通安全教育施設（交通公園）         △372千円 

   ・在宅福祉総合センター、祝梅在宅福祉センター △1,840千円 

   ・養護老人ホーム千寿園            △10,027千円 

   ・東雲会館、末広会館              △468千円 

   ・市営牧場、育成畜舎               △92千円 

   ・サーモンパーク                △285千円 

   ・美笛・ポロピナイキャンプ場         △1,183千円 

   ・都市公園・公共広場             △23,573千円 

   ・グリーンベルト地下駐車場          △5,630千円 

   ・青少年会館                    0千円 

   ・スポーツセンター、総合武道館、屋外体育施設、ふれあいセンタ

ー                     △1,220千円 

    平成１９年度 △７３，５２０千円 

    （指定管理者制度導入） 

     ・葬斎場                   △4,255千円 
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     ・図書館                   △12,629千円 

     ・市民文化センター・市民ギャラリー      △8,550千円 

     ・末広霊園・共同墓地              △748千円 

     ・千歳霊園                   △957千円 

    （民間委託） 

     ・環境センター管理運営業務経費        △40,797千円 

     ・環境センター計量業務経費                   △5,584千円 

    平成２０年度 △５１，８４０千円 

   （指定管理者制度導入） 

     ・公民館                   △6,102千円 

    （民間委託等） 

・ヒメマスふ化場管理経費           △7,600千円 

・千歳保育所民営化              △38,138千円 

    平成２１年度 △４３，７０７千円 

 （指定管理者制度導入） 

     ・温水プール                    △35,866千円 

    （民間委託等） 

     ・学校給食センター調理・配送等業務経費    △7,841千円 

   

 (8)し尿処理手数料、事業系一般廃棄物等処理手数料〔歳入の確保〕 

                        △３．５億円（３％） 

   平成１７年度に、し尿処理手数料（仮設トイレ）、事業系一般廃棄物等処

理手数料を見直し 

 

 (9)使用料等受益者負担の見直し〔歳入の確保〕  △２．４億円（２％） 

    平成１７年度財政健全化対策として、各公共施設における使用料につい

ては、近隣自治体との均衡を図りながら定められたものも多く、算定根拠

が不明確であり、広範な減免規定でもあったことから費用に対する収入の

割合が低く税等によりその大部分が賄われている状態にあった。 

このため、利用する人と利用しない人との間の公平性の確保を目的とし

て、受益者負担の原則に基づき、公共施設を利用する人には、使用料算定

根拠を明確化し、施設の維持管理等のコストに対し一定割合の負担を求め

ることとした。 

また、各公共施設の利用実態を確認し、減免の考え方について統一的な

整理を行うとともに、無料施設の有料化も含めて「財政健全化対策会議」

及び「使用料等受益者負担の見直し検討会」において横断的な検討、審議

を行い、各担当部局において関係団体への説明会などを実施するなど利用
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者への周知を行い、平成１８年３月２日付で千歳市では初めての使用料及

び手数料の統一基準である「使用料等受益者負担の見直し方針」を策定し、

３ヶ月の周知期間の後、平成１８年６月から各公共施設における使用料の

見直しを行った。 

    平成１６年度対策  

     キャンプ場、パークゴルフ場有料化による歳入の増加額 

 １１，３７５千円 

    平成１７年度対策 

     「使用料等受益者負担の見直し方針」に基づく各施設使用料の増加額 

４６，９１１千円 

【平成１７年度対策の内訳】 

  コミュニティセンター合計          12,110千円 

      北新コミュニティセンター          532千円 

      北信濃コミュニティセンター         869千円 

      富丘コミュニティセンター          1,417千円 

      鉄東コミュニティセンター          1,736千円 

      中心街コミュニティセンター         820千円 

      泉沢向陽台コミュニティセンター      2,024千円 

      祝梅コミュニティセンター         1,854千円 

      北桜コミュニティセンター         1,554千円 

      北コミュニティセンター            70千円 

      中央コミュニティセンター           34千円 

      千歳コミュニティセンター          1,200千円 

     共同利用施設合計                359千円 

      東雲会館                  137千円 

      末広会館                  204千円 

      支笏湖市民センター                  18千円 

     葬斎場                    3,938千円 

     労働会館                    228千円 

     農民研修センター                 8千円 

     パークゴルフ場合計             10,700千円 

      つばさ公園パークゴルフ場         1,300千円 

      アンカレジパークゴルフ場           900千円 

      遺跡公園パークゴルフ場     【新規】 5,600千円 

      勇舞すこやか公園パークゴルフ場 【新規】 2,900千円 

     キャンプ場合計                3,247千円 

      青葉公園ピクニック広場キャンプ場【新規】 2,413千円 
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      泉沢自然の森キャンプ場     【新規】   834千円 

     公民館                     691千円 

     市民文化センター               4,300千円 

     市民ギャラリー                  700千円 

     学校施設（学校開放）       【新規】  5,299千円 

     スポーツセンター               2,410千円 

     武道館                      2,092千円 

  ふれあいセンター                   95千円 

     屋外体育施設                      638千円 

     蘭越生活館                         0千円 

     職員住宅                     96千円 

 

 (10)市税収入の確保〔歳入の確保〕       △２千万円（０％） 

 

 (11)未利用市有地の有効活用〔歳入の確保〕   △２千万円（０％） 

   平成１７年度対策 職員駐車場の有料化 ３，１３２千円 

 

 (12)広告料収入〔歳入の確保〕         △１千万円（０％） 

   平成１８年度対策 １，９２５千円の歳入確保 

ホームページバナー広告料収入ほか 

   平成１９年度対策 ２，５４０千円の歳入確保 

    車両広告料収入ほか 

 

４ 土地開発公社の経営健全化への取組みについて 

  土地開発公社の経営健全化を進めるため、平成１７年１１月に「千歳市土

地開発公社の経営健全化計画」を策定、その後、さらに概ね１０年間で借入

金の大幅圧縮を目指すこととして平成１９年５月に計画の見直しを行った。 

これを推進するため、財政健全化対策と一体として、先行取得事業用地の

計画的な買戻しや市の土地開発公社に対する未払金の償還を計画的に行った。 

  この結果、平成１７年度末において１３４億２千万円あった借入金が平成

２０年度末には９２億６千万円となり、３割を超す４１億６千万円の縮減、

市から土地開発公社に対する未払金は、平成１７年度末の２２億１千万円か

ら平成２０年度末には１１億６千万円となり、概ね５割である１０億５千万

円の縮減を達成するなど順調に推移している。 

  これは、好調であった企業誘致に加え、先行取得事業用地の計画的な事業

化・買戻し、未利用市有地の土地売払収入や決算剰余金のうちから毎年度２

億円を未払金の償還に充てたことなどによるものである。 
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５ 財政健全化対策の市民生活への影響について 

  財政健全化対策において、市民生活に直接影響した取組みは、平成１７年

度及び平成１８年度の２年間の対策で、歳入では、家庭ごみの有料化で６億

３千万円、使用料等受益者負担の見直しで２億４千万円の合計８億８千万円、

歳出では、全庁的特定項目のうち高齢者バス利用助成及び浴場利用助成事業

の見直しで７億６千万円、敬老年金支給事業の見直しで３億８千万円、身体

障害者保護費のうち障害者入浴料金助成事業ほか３事業で２億円、繰出金の

うち医療助成の見直しで７億円など、合計２１億９千万円、歳入歳出の合計

で３０億７千万円となり１２３億８千万円の対策効果の４分の１を占めるこ

ととなり、財政健全化対策が市民の理解と協力を得たうえで成し得たもので

あるといえる。 

   また、今回行った見直しの多くは、国や道の基準を上回る行政サービスで

あったものを標準的な行政サービス水準へ見直ししたものであり、バス・浴

場利用助成、敬老年金、家庭ごみの有料化や公共施設使用料見直しなどは、

現在も他の地方自治体において見直しが進められている。 

   財政健全化対策では、少子高齢化の進展等による扶助費等の急激な増加を

見据え、高齢者バス利用助成及び浴場利用助成事業、敬老年金支給事業、身

体障害者保護費３事業、医療助成の見直しなどを行う一方、子育てなどにつ

いては重点施策に位置づけ関連施策を推進した。 

   この結果、市がこれまで行った福祉などの取組みに対する市民の評価を「千

歳市民まちづくりアンケート」（平成２０年９月に総合計画策定などを目的と

して実施）の調査結果から見ると、「健康、福祉、子育て支援」の分類では、

「かなり良くなった」（８．６％）と「やや良くなった」（３７．０％）の合

計が４５．６％（道路・公園などの都市整備４８．６％に次いで２番目）で、

「変わらない」（３８．１％）を含めると８３．７％を占めており、「かなり

悪くなった」（２．９％）と「やや悪くなった」（８．７％）の合計は１１．

土地開発公社の借入金と土地開発公社への未払金の縮減
（ 単位 ： 千円 ）

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

13,434,880 13,421,311 13,530,000 11,173,000 9,261,922

先行取得事業分 2,706,980 2,929,411 3,542,082 3,686,426 2,338,522

プロパー事業分 10,727,900 10,491,900 9,987,918 7,486,574 6,923,400

2,205,197 2,205,197 1,840,690 1,587,990 1,164,860

文京住宅地 1,282,448 1,282,448 941,081 691,081 405,001

第４工業団地 922,749 922,749 899,609 896,909 759,859

※各年度末時点

土地開発公社負債額

土地開発公社への未払金
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６％に止まるなど、肯定的な回答が比較的高い結果となっている。 

   また、千歳市の“住みごこち”について、７０歳以上の高齢者の回答では、

「住み良い」（３２．１％）と「どちらかといえば住み良い」（４４．６％）

を合計すると７６．７％を占め、「どちらかといえば住みにくい」（３．８％）

と「住みにくい」（０．５％）の合計はわずかに４．３％であり、その他のど

の年齢層でも７割以上が千歳市は「住み良い」または「どちらかといえば住

み良い」と回答していることから、現状の行政サービス水準については、満

足度が高く定着化が窺える。 

   一方、現状において、市民が重要度・優先度が高く満足度が低いと考えて

いるものは、医療環境、除排雪、働く場の確保などで、重要度が高いと考え

ているのは子育ての環境や支援、満足度が低いと考えているのは、中心市街

地のにぎわいづくり、バスの利用のしやすさなどという結果である。 

見直しを行った事業のうち、市民生活に深く関わりある主な事業について、

個別に検証を行った。 

 

(1) 高齢者・障害者バス及び入浴利用助成事業の縮減見直しについて 

 高齢者・障害者バス及び浴場利用助成事業の縮減見直しによって、市からの

助成額は平成１７年度に１億７千４百万円、７８％の減額となっている。 

バス利用助成事業は、バス事業者からの乗車券の買取方式であり、対象者に

対して定額（１２，０００円）の利用券を交付、支給率は、９４％で、買取方

式のため、支給した額に対しての執行率は１００％であった。 

浴場利用助成事業は、原則として一律の枚数の利用券（年間５２枚）を対象

者に交付、利用者はこの利用券を浴場で提示し、各浴場から利用券の使用実績

の請求に基づき支払を行っていた。 

これらを、財政健全化対策の一環として、利用者自らがその利用を選択でき

る福祉サービス利用券に見直しを行ったことにより、一人当たりの支給額は減

額となったが、利用できる範囲を、当時、要望の多かったタクシー・温泉につ

いても利用できるように拡大した。 

この結果、福祉サービス利用券の利用実績の内訳は、見直し前である平成１

６年度において、バスへの利用が３７％、浴場への利用が５６％、タクシーが

７％（重度障がい者に限定）であったものが、見直し後、平成１９年度におい

ては、全体の５４％がタクシーへの利用を選択し、浴場への利用を選択したの

は３０％、バスへの利用を選択したのは１６％という結果となっている。（表１

～３参照） 

また、各助成毎の利用実績の推移の状況は、バスへの利用が、平成１７年度

の１３％から平成１９年度には１６％、タクシーへの利用が、平成１７年度の

４７％から平成１９年度には５４％と増加しているのに対し、浴場への利用は、
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平成１７年度に４０％であったものが、平成１９年度には３０％に減少してい

る。 

このことから、高齢者や障がいのある人は、自家風呂の普及率が高いことな

どもあり、バスやタクシーなど移動手段に関する助成を選択していることが窺

える。 

見直し前は、バスや浴場利用の必要度合いに関係なく、原則的に対象者全員

が一律の助成を受けられていたことにより利用者数の増加につながっていたが、

反面、不適切利用など制度面での指摘があった。 

これを、利用者の選択制として利用上限額を１万円（重度障害者等は２万円）

と見直したことによって、事業費総額では大きく減額となったものの、利用の

しやすさは向上し、利用券の利用率も年々高まりを見せているという一面もあ

る。 

 

表１ 福祉サービス利用券等助成実績の推移       （単位：円） 

 

 

 

表２ 福祉サービス利用券等助成内訳の変遷（Ｈ16→Ｈ19 年度） 

平成16年度助成内訳

タクシー利用

助成　7%

バス利用助成 37%

浴場利用助成 56%

平成19年度助成内訳

バス利用助成

16%

浴場・温泉利用

助成, 30%

タクシー利用

助成, 54%

 
   

 

 

 

区　　分 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度

81,701,060 6,361,200 7,695,300 9,309,200

37% 13% 14% 16%

125,332,440 19,640,600 18,283,100 17,365,500

56% 40% 34% 30%

16,339,640 23,127,300 28,585,200 31,474,800

7% 47% 52% 54%

合　　計 223,373,140 49,129,100 54,563,600 58,149,500

バス利用助成の実績
　　及び全体に占める割合

浴場・温泉利用助成の実績
　　及び全体に占める割合

タクシー料金助成の実績
　　及び全体に占める割合
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表３ 福祉サービス利用券等助成割合の推移 

福祉サービス利用券等助成割合の推移

37%

13% 14% 16%

40% 34% 30%

7%

47% 52% 54%56%

0%
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80%
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市民からは、制度の見直し直後には、交付額の増額を求める要望も寄せられ

たが、現状の各種市民アンケート調査や市長への手紙等においては、額の増額

よりは、利用のしやすさなどの要望が寄せられており、財政健全化対策実施前

に市民説明会を行い情報・課題の共有化を図るなど、市民理解を深めるよう努

めたこともあって、制度の定着度は増してきている。 

次に、福祉サービス利用券は、高齢者や障がいのある人に対する助成である

が、見直しによる事業費総額の減少、また利用者の利便性を考慮して使途を自

由選択とした結果として、利用の５割以上がタクシーの利用に流れている実態

もあることから、バス事業や浴場事業の利用状況について検証する。 

 

①バス事業について 

今日において、バス利用者は、全国的に減少傾向にある。 

千歳市におけるバスの利用者数は、平成１７年度の見直し実施後、平成１

８年度には増加、平成１９年度には減少となっているが、これは運賃改定な

どによるものと思われることから、バス利用に係る助成券の助成実績が、平

成１６年度の８１，７０１千円から平成１７年度の６，３６１千円と大きく

減少しているにもかかわらず、利用者数は、大きく減少していない状況にあ

る。（表４・５参照） 
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このような中で、バス事業者は、各社ともコストダウンを図っており、平

成１９年度の運賃改定による利用者の減少はあったものの改定による収入増

加により収支は改善してきている。（表６参照） 

なお、市のバス補助金交付限度額の引き上げ改定が平成１９年度から適用

されており、経営の安定化・路線の維持が図られている。 

 

 

 

②公衆浴場について 

入浴利用助成事業は、自家風呂の有無や入浴の必要度合いに関係なく、原

則的に対象者全員が一律の助成を受けられていたことにより利用者数の増加

につながったが、反面、不適切利用など制度面での指摘があった。 

これを、利用者の選択制として利用上限額を１万円（重度障害者等は２万

円）と見直したことによって、事業費総額では大きく減額となっており、浴

表６　年度別バス事業者収支の推移（赤字額）
（単位：千円）

中央バス 相互バス 計 増減

Ｈ16 93,689 30,205 123,894

Ｈ17 92,906 35,598 128,504 4,610

Ｈ18 66,089 35,138 101,227 ▲ 27,277

Ｈ19 23,601 25,691 49,292 ▲ 51,935

（市内バス路線確保対策補助金資料から）

運賃改定（値上げ）
バス補助限度額改定

摘要

バス利用助成事業見直し

中央バス、千歳営業所を札幌第
一観光㈱に業務委託

表４　市内路線バス利用者の推移（ビーバス含む）
（単位：千人）

中央バス 相互バス 計 増減

Ｈ16 1,070 472 1,542

Ｈ17 1,088 451 1,539 ▲ 3

Ｈ18 1,068 489 1,557 18

Ｈ19 991 459 1,450 ▲ 107

Ｈ20 974 462 1,436 ▲ 14

摘要

バス利用助成券買取額による数値

バス利用助成事業見直し

運賃改定：初乗り160円→180円

表５　市内路線輸送人員
（単位：千人）

支笏湖 市内 ビーバス 計 向陽台 青葉 ビーバス 計

Ｈ16 27 972 71 1,070 315 94 63 472 1,542

Ｈ17 22 1,001 65 1,088 305 87 59 451 1,539

Ｈ18 23 980 65 1,068 340 90 59 489 1,557

Ｈ19 23 904 64 991 327 76 56 459 1,450

Ｈ20 24 887 63 974 340 67 55 462 1,436

合計
中央バス 相互バス
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場利用者全体の統計的資料はないが、浴場利用者は減少しているものと推測

され、浴場・温泉利用助成券を選択する割合は、年々減少している状況であ

る。 

公衆浴場は、自家風呂を持たない人々に対して入浴の機会を提供するとと

もに自家風呂所有者に対しても手軽に利用でき、ゆとりと安らぎを与えるこ

となどから、衛生的で快適な生活を確保し、国民生活の充実に大きく貢献す

るものである。 

我が国における浴場を取り巻く環境は、住宅環境の改善による自家風呂の

普及が進み、住宅の浴場保有率は９５％を超え（平成１５年住宅統計調査）

るとともに、近年は、健康ランド等の大型レジャー浴場等の増加に加え、一

般公衆浴場並の料金で食事や休憩、娯楽施設も併せ持つスーパー銭湯が増加

している状況にある。 

全国の一般公衆浴場は、平成１６年度末時点で７，１３０件あったものが、

平成１９年度末には６，００５件、１５．８％減少し、北海道内においても、

平成１６年度末時点で５５３件あったものが、平成１９年度末には４７８件

となり、１３．６％減少している（表７ 厚生労働省 衛生行政報告例）。 

千歳市内の公衆浴場も同様に、平成１６年度には８件が営業していたが、

平成１８年度に１件が開業、３件が廃業し、現在は６件の営業と減少してい

る。 

福祉施策としての福祉サービス利用券などのように、利用者に対する助成

を行っているのは、道内都市の中では、当市を含め８市のみであり、この中

においても当市の助成額は、８市の平均の約４倍と突出した水準にある。（表

８ 北海道公衆浴場業生活衛生同業組合作成「公衆浴場に対する市町村の助

成状況調査表」 平成２０年１０月作成から抜粋） 

千歳市では、福祉サービス利用券の交付のほか、公衆浴場に対しても施設

設備の整備に対する補助、融資制度、上下水道料金の軽減、固定資産税の軽

減といった助成を行っている。  
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(2)家庭ごみの有料化 

家庭ごみの有料化については、有料化前にコミュニティセンターや町内会毎 

に市民説明などを実施したことなどもあり、導入後に大きな混乱は見られず、

制度は、確実に定着化してきている。 

 また、北海道内における各市町村の家庭ごみの有料化の状況については、平

成２０年４月１日現在で、１８０市町村中、１５７市町村（８７％）が有料化

しており、その後、平成２０年１０月には北広島市が有料化を実施し、札幌市

（平成２１年７月予定）、恵庭市（平成２２年４月予定）など、他の自治体で

も実施を予定しているなど、全道的にも有料化が標準となりつつある状況にあ

る。 

有料化の大きな目的であるごみの減量化についても、一般廃棄物の搬入量は 

表８　平成19年度公衆浴場に対する道内各市の助成状況調査表

計

札幌市 ふれあい入浴助成 1,070 デイ銭湯事業 9,620 10,690

函館市 デイ銭湯事業 3,802 3,802

旭川市 ふれあい入浴助成 3,305 3,305

北見市 公住内浴場改修費助成 1,356 1,356

留萌市 福祉入浴券 2,470 2,470

稚内市 福祉入浴券 1,096 1,096

江別市 ふれあい入浴助成 3,365 3,365

千歳市 福祉サービス利用券 17,366 17,366

合計 33,830 9,620 43,450

※士別市、北広島市、石狩市を除く32市

（北海道公衆浴場業生活衛生同業組合　平成20年10月作成から抜粋）

福祉施策による利用者助成

事業２事業１

表７　厚生労働省　衛生行政報告例から
公衆浴場施設数の年次推移 （単位：件）

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 ４年間の増減

◎一般公衆浴場 7,324 7,130 6,653 6,326 6,009

　　前年度増減 -194 -477 -327 -317 -1,315

　　前年度増減率 -2.6% -6.7% -4.9% -5.0% -18.0%

その他（スーパー銭湯等） 19,507 19,944 21,021 22,427 22,783

　　前年度増減 437 1,077 1,406 356 3,276

　　前年度増減率 2.2% 5.4% 6.7% 1.6% 16.8%

合計 26,831 27,074 27,674 28,753 28,792

　　前年度増減 243 600 1,079 39 1,961

　　前年度増減率 0.9% 2.2% 3.9% 0.1% 7.3%

※一般公衆浴場：当該公衆浴場の入浴料金が、公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令に基づく都道府県知事の統制
を受け、かつ、当該施設の配置について都道府県の条例による規制の対象にされている施設をいう。
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「千歳市循環型社会形成推進施策２０」における平成１４年度の基準値と比べ 

ると３，２８６ｔ、７．７％減、最終処分量は２，０７９ｔ、１４．９％減、

またリサイクルについては１．２％増となっており、有料化により市民の負担は

増加したが、平成２０年９月に実施した千歳市民まちづくりアンケートの結果に

おける市民の意見では、「ごみの収集・リサイクル」については市民の満足度・

重要度ともに高く、「自然環境の保全」についても、満足度が高い結果となるな

ど、天然資源の消費を抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会を目指

す、循環型社会形成の推進に大きく寄与しているものである。 

 

 

 

 

 

(3)敬老年金支給事業の縮減見直し 

  敬老年金制度は、国の老齢年金制度が成熟しておらず、年金支給要件の対象

とならない高齢者の救済措置として国の老齢福祉年金が制度化されていたが、

当時は、多くの高齢者が対象者であり、支給額が低額であったことから、それ

を補完し、敬老と長寿の祝福、高齢者の福祉増進を図ることを目的として昭和

表10　「千歳市循環型社会形成推進施策20」における中間年の検証から

（単位：トン）

平成１４年度 平成１９年度 増減 増減率

一般廃棄物の搬入量 42,762 39,476 △ 3,286 △7.7%

一般廃棄物の最終処分量 13,997 11,918 △ 2,079 △14.9%

一般廃棄物のリサイクル率 15.0% 16.2% 1.2%

表９　ごみ処理有料化の状況（家庭系収集ごみ・平成20年4月1日現在）

【ごみ処理料金無料団体】 （２３団体：１２．８％）

札幌市 岩見沢市 苫小牧市 稚内市 富良野市 恵庭市 北広島市 北斗市 七飯町 鹿部町 森町 共和町

岩内町 泊村 南幌町 由仁町 長沼町 鷹栖町 中富良野町 南富良野町 西興部村 厚真町 安平町

【ごみ処理料金有料団体】 （１５７団体：８７．２％）

函館市 小樽市 旭川市 室蘭市 釧路市 帯広市 北見市 夕張市 網走市 留萌市 美唄市 芦別市

江別市 赤平市 紋別市 士別市 名寄市 三笠市 根室市 千歳市 滝川市 砂川市 歌志内市 深川市

登別市 伊達市 石狩市 当別町 新篠津村 松前町 福島町 知内町 木古内町 八雲町 長万部町 江差町

厚沢部町 乙部町 奥尻町 今金町 せたな町 島牧村 寿都町 黒松内町 蘭越町 ニセコ町 真狩村 留寿都村

上ノ国町 喜茂別町 京極町 倶知安町 神恵内村 積丹町 古平町 仁木町 余市町 赤井川村 奈井江町 上砂川町

栗山町 月形町 浦臼町 新十津川町 妹背牛町 秩父別町 雨竜町 北竜町 沼田町 幌加内町 東神楽町 当麻町

比布町 愛別町 上川町 東川町 美瑛町 上富良野町 占冠村 和寒町 剣淵町 下川町 美深町 音威子府村

中川町 増毛町 小平町 苫前町 羽幌町 初山別村 遠別町 天塩町 幌延町 猿払村 浜頓別町 中頓別町

枝幸町 豊富町 礼文町 利尻町 利尻富士町 美幌町 津別町 斜里町 清里町 小清水町 訓子府町 置戸町

佐呂間町 遠軽町 上湧別町 湧別町 滝上町 興部町 雄武町 大空町 豊浦町 壮瞥町 白老町 洞爺湖町

むかわ町 日高町 平取町 新冠町 浦河町 様似町 えりも町 新ひだか町 音更町 士幌町 上士幌町 鹿追町

新得町 清水町 芽室町 中札内村 更別村 大樹町 広尾町 幕別町 池田町 豊頃町 本別町 足寄町

陸別町 浦幌町 釧路町 厚岸町 浜中町 標茶町 弟子屈町 鶴居村 白糠町 別海町 中標津町 標津町

羅臼町

※北海道地域行政局市町村課集計
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４６年に制度化された。 

  その後、公的年金制度の整備が進み、国民生活に浸透するとともに、高齢者

の生活基盤の維持に大きな役割を果たすよう変化してきていた中で、当市では、

敬老年金支給開始年齢の引下げや年金支給額の見直しを行ってきた。 

一方、全国的に少子高齢化が進展し、全道一高齢化率が低い当市においても

長期的には高齢化の進展が予測されることから、満７０歳以上の市民税非課税

者を対象とする一律支給方式から課税要件を撤廃し、喜寿、米寿、白寿、百賀

の節目毎に敬老と長寿を祝福し祝金を支給する賀寿方式へと転換し、持続可能

な制度設計とした。 

  この見直しにあたっては、平成１４年度から老人クラブ連合会や民生委員・

児童委員などに対する説明会を行うなど、市民理解を深めるよう努めたもので

ある。 

  現状の市民の評価としては、「千歳市民まちづくりアンケート」の調査項目

のうち、「健康、福祉、子育て支援」についての直近１０年間の市の取組みに

対する評価のうち、７０歳以上の高齢者の方からの評価は、「かなり良くなっ

た」（１５．８％）と「やや良くなった」（４４．０％）の合計が５９．８％

で、「変わらない」（２２．３％）を含めると８２．１％を占める結果となり、

「かなり悪くなった」（２．２％）と「やや悪くなった」（２．２％）の合計

は４．４％であり、肯定的な回答が比較的高い結果となっている。 

  また、現在の道内各市の実施状況では、年金形式で実施している都市はなく、

未実施が９市、賀寿方式での実施が２７市であり、このうち４市が祝品方式で

実施、２２市が祝金方式により実施しているが、平成１９年度には２市が制度

廃止しており、全道的に縮減・廃止が進んでいる。 
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表11　道内各都市における敬老年金実施状況

Ｎｏ 市名 対象者 実施形式 Ｈ20予算額 左の対象者数 Ｈ19決算額 左の対象者数

1 札幌市
１００歳到達者
※Ｈ17米寿廃止、Ｈ18から101歳以上廃止

敬老祝品 1,385 213 588 195

2 函館市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳・１０１歳以上
※Ｈ16年度から対象年齢改正

敬老祝金・祝品 60,962 4,434 59,524 4,490

3 小樽市 ※Ｈ16年度で廃止 － － － － －

4 旭川市 ※Ｈ20年度で廃止 敬老祝金 － － 36,470 3,647

5 室蘭市 ８８歳・９９歳・１００歳 敬老祝金 6,570 495 4,560 344

6 釧路市 ８８歳・９９歳・１００歳以上 敬老祝金 30,400 608 32,770 2,256

7 帯広市
７７歳・８８歳・１００歳
※Ｈ17年度から縮減改定

敬老祝金 30,030 1,917 25,774 1,781

8 北見市 ７７歳・８８歳・９９歳・１００歳以上 敬老祝金・祝品 30,060 1,819 29,750 1,864

9 夕張市 － － － － － －

10 岩見沢市
８８歳・９９歳
※Ｈ20年度から縮減改定

敬老祝金 7,980 363 67,992 6,282

11 網走市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳
※Ｈ12年度から縮減改定

敬老祝金 7,940 490 7,580 492

12 留萌市
７７歳・８８歳・９９歳
※Ｈ17年度から祝金廃止

メッセージ － － － －

13 苫小牧市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳・１０１歳以上
※Ｈ13年度から縮減

敬老祝金 16,947 1,901 14,853 1,667

14 稚内市
７０歳・７７歳・８８歳・１００歳
※Ｈ14年度から縮減改定

敬老祝金・祝品 12,194 1,042 12,492 1,095

15 美唄市 － － － － － －

16 芦別市
８８歳・９９歳・１００歳
※Ｈ19年度から一部縮減

敬老祝金・祝品 1,308 117 1,203 114

17 江別市
１００歳到達者
※Ｈ13年度から縮減改定

敬老祝金 550 11 600 12

18 赤平市
１００歳到達者
※Ｈ20年度から廃止

敬老祝品（商品券） － － 0 0

19 紋別市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳以上
※Ｈ14年度から縮減改定

敬老祝金 5,600 419 4,360 345

20 士別市 ８８歳・９９歳 敬老祝金・祝品 579 145 419 140

21 三笠市 － － － － － －

22 名寄市
８８歳・９９歳
※Ｈ18年度から縮減改定

敬老祝品 357 137 339 146

23 根室市 １００歳 敬老祝金 300 6 150 3

24 千歳市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳
※Ｈ17年度から縮減改定

敬老祝金 12,470 815 10,830 751

25 滝川市
７５歳・８８歳
※Ｈ17年度から祝品に変更

敬老祝品 800 694 799 676

26 砂川市
８８歳・１００歳
※Ｈ17・20年度から縮減改定

敬老祝金 1,350 119 1,770 84

27 歌志内市 ８０歳 敬老祝金 740 74 890 89

28 深川市 ９９歳 敬老祝品 95 － 69 16

29 富良野市
７７歳・８８歳・９９歳
※Ｈ12・19年度で縮減・21年度で廃止予定

敬老祝金 4,905 417 4,615 392

30 登別市 ※Ｈ19年度で廃止 － － － － －

31 恵庭市
７７歳・８８歳・９９歳・１００歳以上
※Ｈ17年度で縮減改定

敬老祝金 18,890 688 16,480 619

32 伊達市
８８歳・９９歳・１００歳
※Ｈ15年度から縮減改定

敬老祝金 3,600 243 2,040 159

33 北広島市
１００歳到達者
※Ｈ18・20年度から縮減改定

敬老祝金 200 4 1,440 124

34 石狩市
１００歳
※Ｈ12・17～20年度段階的縮減改定

敬老祝金 650 8 555 21

35 北斗市 ８８歳・１００歳 敬老祝金・祝品 3,922 154 1,358 129

※平成19年度に岩見沢市が、平成20年度に苫小牧市が実施した調査結果を基に作成

※岩見沢市のＨ19年度決算額は、Ｈ18年度決算額

※北斗市の予算額・決算額は、それぞれＨ19年度・Ｈ18年度のもの
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 (4)はり・きゅう助成事業の段階的廃止 

  はり・きゅう助成事業については、給付の実績として、年間１万枚を超える

の助成券の交付を行っていたが、国民健康保険加入者に限定され、他の保険加

入者は助成を受けられないこと、本来、受益者負担が望ましいことなど、公平

性の観点から課題が生じていた事業であったこともあり、平成１７年度から段

階的に縮減、廃止とした事業である。 

  また、はり・きゅうを医療行為として必要な人については、医師が治療の必

要性を判断し、保険が適用されることとされており、この療養給付件数につい

ては、年々増加の傾向となっている。 

  また、道内各市における実施状況からみると、道内３５市のうち、これまで

に助成実施の実績があるのは、千歳市を除くと７市のみで、このうち４市は、

行財政改革により廃止しており、現在実施しているのは、３市である。 

なお、市内のはり・きゅう医療機関については、平成１６年度末に１５機関

であったものが、１７年４月以降、２機関（Ｈ１８：１機関増・Ｈ１９：１機

関増）増加し、１７機関となっていることから、一定の需要はあるものと推察

される。 

  

  

 

 (5)公共施設使用料の見直し 

平成１８年６月に各公共施設の使用料を改定した結果、主な公共施設に係る 

使用料収入と利用者数の推移は次のとおりであり、使用料改定となっても利用 

者数が減少とならなかった施設は、学校開放事業、スポーツセンターなどで、 

特に学校開放事業の利用者は年々増加している。 

コミュニティセンター、市民文化センター、屋外体育施設については、改定 

後、利用者は減少したが、平成１９年度では増加に転じており回復の傾向を示 

している。 

 特に市民文化センターの利用者数の減少は、主に市民以外の利用者の減少で

あるが、これは、使用料改定以前は、市民以外の利用者の利用により市民の利

用が事実上制限されていた実態が生じていたものを、市民が利用しやすい環境

を確保することを目的として、市民以外の利用者や営業目的の使用料を差別化

し、市民が利用しやすい環境の確保しようとしたものである。 

また、使用料改定にあたり、施設機能が同様な施設間においては、統一料金 

表12　療養給付件数の推移
（単位：件）

Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０

2,463 2,730 2,724 3,287 3,377

はり・きゅう 108 99 110 180 131

柔道・整復 2,355 2,631 2,614 3,107 3,246

療養給付件数
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を設定したことから、学校開放事業、コミュニティセンター、市民文化センタ 

ー等の施設間で利用者が相互使用するなど、利用者の利便性が向上している実

態もある。 

利用者が減少している施設は、市民ギャラリーと総合武道館であるが、市民 

ギャラリーは、それまで広範な減免規定により実質的には無料に近い利用であ

ったものが一定程度の負担となったことによる利用施設の選択の結果であり、

総合武道館の利用者数の減少については、大会の開催による参加者の増減が大

きく影響するため、使用料改定による影響の判断が難しいが、平成２０年度に

おいては増加となっている。 

使用料改定にあたっては、統一基準によりコストに基づいた使用料を算定し、 

施設の性質に応じた利用者の負担割合の概念の導入、利用者の利便を考慮して 

統一料金を設定したうえで激変緩和措置を講じて使用料を決定、さらに減免の 

基準を整理して、施設の設置目的等に照らし合わせた減免措置を設定し、決定 

に至る過程において各団体に対する説明会などを実施した中で、利用者の意向

や利用実態を考慮して減免対象の一部追加を行ったうえで見直しを行うなど、

受益者負担の原則に基づき利用者に応分の負担を求める一方で、利用者にも配

慮して改定を行っている。 

この結果、総体として、使用料改定により平成１８年度の利用者数は減少し 

たものの、平成１９年度以降は、利用者数が増加に転じた施設が多く、平成２

０年度においても、改修工事などによる閉館の影響を除けば、回復傾向が続い

ており、現状の制度が定着してきているものと思われる。 

また、実体的に無料であったことから、施設の予約後に使用しなくなっても

キャンセルの手続きをしない、必要以上の施設を使用するなどにより他の利用

者の利用が制限されるなどの問題が生じていたが、無料から一定程度の負担と

なったことによって、これらの問題が改善しているという実態も見受けられる。 

 

表13　主な公共施設に係る使用料収入等の推移
（単位：使用料収入は　円、利用者数は　人または件）

施設名 区分 Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ 備考

使用料収入 1,826,695 12,160,584 13,232,253 12,705,132

利用者数 352,715 300,526 319,107 310,157

使用料収入 0 3,964,777 5,076,119 4,811,120

利用者数 163,174 164,989 177,610 176,721

使用料収入 22,600,451 22,059,259 27,239,257 24,941,227

利用者数 283,823 194,978 197,056 194,687

使用料収入 4,894,890 6,176,498 5,970,563 6,193,837

利用者数 87,450 88,943 85,331 98,867

使用料収入 9,101,947 10,438,349 9,308,549 9,612,841

利用者数 147,463 137,406 128,431 129,914

使用料収入 3,680,760 5,085,770 4,477,225 4,473,560

利用者数 247,217 237,342 240,129 239,487

※文化センター・ギャラリー使用料の平成17年度の数値は、リニューアル改修工事で閉館であったため、平成16年度の数値、また、平成１８年度使用料収入は、平成１７年度収入分

と平成１８年度収入分の合計

Ｈ20年度の減収は、北信濃コミセンの

改修による減

小学校耐震改修による減

Ｊ８、市制施行50周年など行事による

減収

コミュニティセンター使用料

屋外体育施設使用料

学校開放事業使用料

市民文化センター・市民ギャ
ラリー使用料

スポーツセンター使用料

総合武道館使用料
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第４ ５年間の財政健全化対策による取組結果の財政分析 

１ 主な財政指標を用いた財政分析 

(1)経常収支比率【資料４】 

   人件費、扶助費、公債費などの経常経費充当一般財源に市税、地方交付

税、地方譲与税などの経常一般財源がどれだけ充当されているのかを示す

値で、数値が高くなるほど財政構造の自由度、弾力性が失われていること

を示す。 

   都市においては、７５～８０％程度が望ましい数値とされている。 

   千歳市では、平成１６年度に８９．８％であったものが、平成１９年度

には、三位一体の改革により、市税は税源移譲で増額したものの、その代

わりとして、地方譲与税、地方交付税が市税の増額分を上回って減額とな

ったことが影響し、前年度より数値が高くなったが、財政健全化対策にお

ける、人件費の抑制、全庁的特定項目の事業見直しなどによる経常経費充

当一般財源の減少効果により、年々、低下の傾向にある。  

  （各年度における経常収支比率の推移）※普通会計 

   平成１６年度決算 ８９．８％ 

   平成１７年度決算 ８８．２％ 

   平成１８年度決算 ８６．１％ 

   平成１９年度決算 ８８．４％ 

   平成２０年度決算 ８８．２％（見込み） 

 

(2)財政力指数【資料４】 

地方公共団体の財政力を見る指数としてよく使われ、この数値が高いほ

ど財政力が豊かであるといわれている。 

   地方交付税の規定により算出した基準財政収入額を基準財政需要額で除

して得た数値の過去３年間の平均値を使用している。 

   財政力指数は、地方交付税に依存する度合いを示す指標であり、一般財

源をどの程度確保できているかという観点が欠けているため、必ずしも財

政力が向上したとは言い切れないが、指数が高いほど、普通交付税算定上

の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 

   財政健全化対策期間中においては、国の三位一体の改革に伴う税源移譲、

地方交付税の削減などにより指数は上昇し、地方交付税に対する依存度が

低下していることから、標準的な行政活動に必要な財源を調達する力が強

まっているといえる。 

  （各年度における財政力指数の推移）※普通会計 

   平成１６年度決算 ０．７５７ 

   平成１７年度決算 ０．７６３ 
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   平成１８年度決算 ０．７７０ 

   平成１９年度決算 ０．７８３ 

   平成２０年度決算 ０．７９８ 

 

(3)実質公債費比率【資料５】 

   標準的に入ってくる税金や地方交付税など（実際の額ではなく、理論値）

のうち、何％が借金の返済に使われているかを示す値である。 

平成１８年度から使用されるようになった新しい指標で、過去３年間の平

均値で示され、地方財政健全化法で平成１９年度決算から公表が義務づけら

れた４指標の一つで、千歳市の平成１９年度決算では、１１．７％となって

いる。 

   平成２０年度決算から、この値が２５％以上になると財政健全化計画を、

３５％以上になると財政再生計画を定めることが義務付けられている。 

   平成１９年度における道内市町村の平均値１４．４％、全国市町村の平均

値１２．３％より下回っているが、全国市区の平均値１１．３％より高い状

況にある。 

   財政健全化対策前の平成１６年度の実質公債費比率（試算）を現在の算定

方法により試算した数値は、１１．７％となり、平成１９年度と同率となっ

たが、これは、公債費充当一般財源が増加する悪化要素と、普通交付税算定

上の災害復旧等の基準財政需要額の増加による改善要素の相殺によるもので

ある。 

 

(4)将来負担比率【資料５】 

将来負担比率は、公営企業や土地開発公社及び一部事務組合等を含めた地

方債残高のほか、普通会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に

対する割合を示し、地方財政健全化法で平成１９年度決算から公表が義務づ

けられた４指標の一つで、千歳市の平成１９年度決算では、１１７．９％と

なっている。 

   平成２０年度決算から、この値が市町村は３５０％以上になると、財政健

全化計画の策定が義務づけられている。 

   平成１９年度決算における道内市町村の平均値１３８．３％より下回って

いるが、全国市町村の平均値１１０．４％、全国市区の平均値８６．１％よ

り高い状況にある。 

   財政健全化対策前の平成１６年度の将来負担比率を現在の算定方法により

試算した数値は１４６．９％となり、これを平成１９年度と比較すると２９

ポイントの減少となり、大きく改善している。 

   主な要因としては、地方債現在高や公営企業等繰入見込額の減少、充当可
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能基金残高の増加などによるものであり、早期に財政健全化対策の取組みを

進めた効果が現れている。 

 

(5)地方債現在高【資料６】 

地方債現在高については、財政健全化対策において収支の均衡を図り、投資

的経費の抑制などで地方債の発行を抑制してきたことから、年々減少している。 

 これは、平成１７年度から平成１９年度の３カ年間で、臨時財政対策債を含

む地方債発行総額７６億５千万円程度に対して、起債償還金元金として８７億

７千万円程度償還したことなどによるものである。 

 この結果、住民１人当たりの地方債現在高も４０７千円から３８６千円に減

少しており、将来負担の軽減化が進んでいる。 

  ただし、平成２０年度の市債発行額が３４億６千万円（借換債含む。）で前年

度と比べると公営住宅整備事業債１５億８千万円などの影響で１０億円程度の

増加となっており、この影響などもあり後年度の公債費一般財源が各年度で１

億５千万円から１億９千万円増加する見込みとなっており、今後、富丘中学校

分離校建設事業などでも発行額の増加が見込まれる。 

  地方債制度は、世代間負担の調整機能という効果があるが、借入額の増加が

将来の一般財源の圧迫につながるため、後年度の公債費負担や将来負担比率な

どの指標なども勘案しながら、適正な運営が必要である。 

   

(6)積立金（基金）現在高【資料６】 

 積立金（基金）現在高は、平成１６年度末に５５億８千７百万円であったも

のが、平成１９年度末では６５億６千９百万円となっており、９億８千万円の

増加となっている。 

 平成２０年度の数値は見込み値であるが、減少となっているのは、第４工業

団地土地区画整理事業に伴う基金貸付金（１２億円）を整理したことに伴い、

基金残高が減少したことによるものである。 

 この額を、標準財政規模で除したものが積立金現在高比率であるが、この値

が、平成１６年度末には３０．９％であったものが平成１９年度末には３５．

２％となり、平成２０年度末には３１．０％となる見込みである。 

 ただし、上記の数値については、基金残高によるものであり、各基金におけ

る現金残高の総額は、平成１６年度では４１億円、平成１９年度では５６億４

千万円、平成２０年度では５７億２千万円程度となる見込みであり、これを基

礎とした実質的な比率では、平成１６年度が２２．７％、平成１９年度では３

０．２％、平成２０年度では３０．７％程度となるものである。 

 改善された要因としては、財政調整基金を取り崩すことなく決算を終え、決

算剰余金の積立が行われていること、職員退職手当基金へ毎年度１億円の積立
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を行っていること、みんなで、ひと・まちづくり基金に２年間で１億円の積立

を行ったことなどによるものである。 

 財政調整基金の現金残高については、平成１６年度末に１１億円程度であっ

たものが、平成１９年度末では１９億６千万円に、８億６千万円増加し、平成

２０年度末では１８億６千万円となる。 

 財政調整基金残高については、平成１９年度財政健全化対策において、財政

調整基金残高２０億円の維持を目標としている。 

 今後、長引くことが予想されている景気低迷による市税収入の減少や地方交

付税の縮減などの影響があれば、大きく減少する可能性もある水準であること

から、将来に亘る安定した財政運営のため、他の基金も含めて中長期の財政収

支見通しなどによる長期的な財政計画により、適正な各基金残高目標の検討が

必要である。 

 

２ 歳入予算の状況について 

(1)歳入一般財源の推移について【資料７】 

平成１６年度から１７年度にかけて、市民税の税制改正や大規模工場の操業

などによる固定資産税の増などから増加したが、その後は、地方譲与税、地方

交付税、地方特例交付金などが減少したことなどが影響し、歳入一般財源は、

年々減少している。 

 

(2)地方交付税等の状況【資料７】 

 平成１６年度から行われた国の三位一体の改革は、国の補助金等を削減する

代わりに地方へ税源を移譲するというもので、これに伴い地方交付税も見直し

が行われ、当市における地方交付税は、平成１６年度と平成２０年度を比べる

と７億７千万円の減額、臨時財政対策債（地方交付税の代替措置）との合計で

は、１２億７千万円減少している。 

平成２１年度予算では、国の緊急経済対策などで地方交付税の１兆円の増額

による措置により４億７千万円程度の増加となる見込みであるが、国の交付税

措置の財源である法人税などの法定５税の税収減少により、国と地方が折半し

て財源不足分を補てんする臨時財政対策債の発行によるものである。 

臨時財政対策債は、市の負債であるが、地方交付税の代替措置であり、後年

度に元利償還額の１００％が基準財政需要額に算入される。 

千歳市では、臨時財政対策債を含めた地方交付税総額が減少傾向にある。 

 

３ 歳出予算の状況について 

(1)歳出目的別分類予算の状況について【資料８】 

平成１６年度と平成２１年度の当初予算を目的別分類で比較すると、総務
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費、民生費、衛生費、商工費、土木費、消防費、教育費、公債費が増額し、

議会費、労働費、農林水産業費、諸支出金、職員費が減額となっている。 

主な増減として、増加では、民生費が社会保障関連経費の扶助費の増加な

どにより７７億４千万円が８３億７千万円に６億３千万円、８％の増、土木

費が平成２１年度当初予算において、国の緊急経済対策等により一定の事業

量を確保したことから、４４億３千万円が４９億６千万円に５億３千万円、

１２％の増、教育費が小中学校費の小中学校校舎の耐震化、大規模改修事業

費の増加、幼稚園費の就園奨励費補助金、給食センター費、体育施設修繕経

費の増加などで２３億１千万円が２７億５千万円に４億４千万円、１９％の

増、公債費は、市場公募地方債の満期一括償還（財源は借換債で全額充当）、

起債償還金元金、一時借入・運用金利子などの増加により３４億８千万円が

４１億９千万円に７億１千万円、２１％の増、減額では、諸支出金が公営企

業繰出金の減少などで２７億１千万円が２２億円の５億１千万円、１９％の

減、職員費が職員数、第１種非常勤職員数の減により、６８億２千万円が５

９億２千万円の９億円、１３％の減となっている。 

  財政健全化対策において見込まれた民生費などにおける扶助費や医療・介

護給付費等の社会保障関連経費の増加を職員費の人件費抑制、他会計繰出金

の見直しなどで補いつつ、事業の選択と集中により、教育関連の経費につい

ても配慮を行ったものである。 

  ※各年度の諸支出金から土地開発公社貸付金を、Ｈ16衛生費から最終処分

場整備事業費787百万円、公債費から減税補てん債償還金元金1,707百万円

を除いて比較しています。 

   

(2)歳出性質別分類毎の一般財源の状況について【資料９】 

   ①人件費 

    人件費については、第４次行政改革における職員定数の適正化、特別職、

市議会議員の給与・報酬等の引下げ、管理職手当の削減、外郭団体等の退

職者不補充などの対策により大幅に減少している。 

   ②扶助費 

    財政健全化対策前には４．５％の急激な伸びが見込まれていたが、対策

後には一定程度伸びが落ち着いている。 

    しかし、今後も少子高齢化の進展などにより、毎年度２％前後（３～５

千万円程度）の増加が見込まれている。 

   ③公債費 

公債費については、投資的経費の抑制などにより増加の抑制に努めてき

たが、市営住宅建替事業、臨時財政対策債などの影響により年々増加する

見込みであり、特に平成２２年度以降、１億５千万円から１億９千万円程
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度の大幅な増加が見込まれている。 

    公債費が増加することによって、他の一般財源が圧迫されることとなる

ため、今後もこれまで同様、実施事業の選択と集中による投資的経費等の

抑制などに努める必要がある。 

 ④物件費 

  物件費については、人件費の抑制に伴う委託料の増加等により増加傾向

にあるが、内部管理経費の抑制などの取組みにより増加を抑制している。 

 公共施設の増加などに伴っても増加するものであり、今後も抑制を継続

し、現状水準の維持が必要である。 

 ⑤維持補修費 

  維持補修費については、年々増加している。 

各公共施設の老朽化も進んでいることから、現状においても一般財源を

圧迫している要因となっており、今後も増加が予想される。 

  多くの公共施設を今後も維持していくためには、当面は再編交付金など

の財源を活用するとともに、今後の公共施設のあり方を検討する必要があ

る。 

 ⑥補助費等 

  補助金や負担金のほか、報償費や繰出金などの増減により変動する。 

  工業等振興条例補助金などの影響が増減に大きく影響しているが、北海

道後期高齢者医療広域連合負担金(医療給付費)、敬老祝金贈呈事業費など

は、増加傾向にある。 

 ⑦積立金 

  平成１８年度から職員退職手当基金積立金、平成１９年度・平成２０年

度には、みんなで、ひと・まちづくり基金の積立を行った。 

 基金は、安定的な財政運営を行うために、将来的な歳入の減少や歳出の

増加などの事態に備えとするもの、大規模事業に備えるもの、利息を使っ

て事業を行うものなどがあり、各基金において計画的に適正な積立額を確

保する必要がある。 

 ⑧投資及び出資金 

他会計への繰出金の見直しなどにより、減少してきた。 

  今後は、公営企業会計に対する繰出金のうち、起債償還に対する経費が

減少する見込みとなっている。 

 ⑨繰出金 

平成２０年度には、老人保健特別会計繰出金の一部が北海道後期高齢者

医療広域連合負担金(医療給付費)へ振り替わったことなどから繰出金とし

ては一時的に減少しているが、今後、医療費や介護保険給付費の増加に伴

い、年々増加が見込まれている。 
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 ⑩投資的経費 

普通建設事業（ローリング事業）の総額抑制により減少している。 

  投資的経費の増加に伴う地方債の発行は、後年度の公債費の増加となり、

将来的な一般財源を圧迫する要因となる。 

  これまでも地方債残高の抑制に努めてきたが、現状において、他の類似

団体と比較して地方債残高が多額であることが将来負担比率や実質公債費

比率などの数値を押し上げている要因の一つでもあることから、今後の財

政健全性維持のためにも、投資的経費は、現状の水準を維持する必要があ

る。 

  ※平成16年度～平成19年度：普通会計決算額、平成20年度：一般会計予

算額、平成21年度～平成25年度：一般会計中期財政収支見通し（Ｈ

20.9.10）における見込額による。 

 

第５ 財政健全化対策の総括と今後の取組みについて 

 財政健全化対策では、当初の目標である一般会計の１１６億円の財源不足の解

消に向けた取組みとして、他会計繰出金の見直し、投資的経費の抑制、人件費等

の抑制、家庭ごみの有料化、指定管理者制度の導入や民間委託、全庁的特定項目

として東京事務所の閉鎖、国際会議開催の凍結、はり・きゅう助成事業の廃止、

高齢者指圧・マッサージ施術助成事業の廃止、敬老年金支給事業の見直し、非保

護世帯への見舞金廃止、高齢者バス利用助成券及び浴場利用助成事業の見直し、

障害者入浴助成事業の見直しなど国や道の基準を上回る市民サービス等の見直し、

使用料等受益者負担の見直し基準に基づく各公共施設使用料の見直しなどを実施

し、決算において収支不足を補てんする財政調整基金などを取り崩すことなく黒

字決算とし、決算剰余金を基金へ積み立て、その一部を土地開発公社の未払金の

償還に充てることができる水準まで歳入歳出の収支が改善された。 

さらに平成１８年度から土地開発公社の経営健全化にも取り組み、平成２０年

度までで１０億円を超える未払金の解消、先行取得用地の買戻しを進め、平成１

７年度には１３０億円を超えていた土地開発公社の負債も、平成２０年度末には

９３億円程度まで減少するなど、当初の目標を大幅に上回る成果を達成する結果

となった。 

一方、財政健全化対策を進めながら、徹底した内部管理経費の削減等を行うと

ともに、新長期総合計画や公約に配慮しつつ、重点施策を推進するなど、事業の

選択と集中により、市民が安全で、安心して快適な暮らしができるよう、効果的

な経費配分を行った。 

 これらの対策を進めるにあたっては、国や道の基準を上回る市民サービス等の

見直し、家庭ごみの有料化や公共施設使用料改正など、市民の理解と協力が不可

欠であり、「市民まちづくりアンケート」などからは、見直し後の行政サービス
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水準については、概ね定着してきていることを窺うことができる。 

 また職員についても、新規採用の凍結など定数削減の中で、全庁的特定項目の

見直し作業をはじめ、予算編成などにあたっては知恵を出し工夫を行い、執行段

階においても無駄な支出を抑制するなど、意識改革も進んでいる。 

 このように、現状においては、歳入歳出の収支が大幅に改善されたが、今後も、

歳入においては、地方交付税が減少傾向にあるほか、税収についても、景気の動

向により先行きを見通しにくいこと、歳出においては、少子高齢化の進展による

扶助費などの社会保障関連経費の増加、老朽化が進む公共施設の維持補修費や投

資的経費、公債費の増加傾向も続くとみられるなど、不確定要素も抱えている。 

今後も、多様で持続可能な市民サービスを提供していくことが、まちづくりの

目標であり、「市民主体・市民協働の都市経営」を進めながら、安心で活力ある

まちづくりを推進するためには、財政健全化対策により改善された収支バランス

を標準として維持・継続し、将来負担の軽減を図りながら、より安定的な財政基

盤を確立していくことが必要である。 

 

 その実現に向けた取組は、 

 

Ⅰ 【維持】改善された財政収支バランスの維持のため 

◎ 財政の標準として、当初予算における収支不足の水準を４億円とし、決

算時における実質収支を黒字とする。 

◎ ローリング事業費一般財源枠５億円を継続 

 

Ⅱ 【標準化】中長期的な財政の標準化を進め、より安定した財政運営を確立

するため 

◎ 財政指標等の目標を設定 

 

※ 【手段】財政収支バランスの維持と財政の標準化検討のため 

◎ （仮称）千歳市中長期財政収支見通し（中期：平成22年度～平成26年度、

長期：平成27年度～平成32年度）を策定 

 

などを中心とすることとし、具体的な内容は、平成２１年度において、平成２０

年度決算、地方財政状況調査（決算統計）、地方財政健全化判断比率、中長期財

政収支見通しなどの分析を踏まえ、「第６期総合計画」との整合も考慮したうえ

で、「（仮称）千歳市財政標準化計画」として策定する。 

この計画は、財政収支の均衡を維持し、健全性が高まった現状の財政基盤を、

将来負担の軽減を図ることなどによって、より安定的で強固なものとするため、

当市が目指す財政運営の方向性・目標を定め、千歳市の財政運営における標準（ス
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タンダード）として定着することを目指して、標準化に向けた取組方針などを示

すことなどにより、当市の財政の標準化確立に向けた道筋を明らかにするもので

ある。 
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